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参考資料

分類名〔経営〕

被災地域における水田農業の地域営農モデルの経営試算

－震災復興関連技術－

農業・園芸総合研究所

古川農業試験場

１ 取り上げた理由

東日本大震災の津波被災地域では，水田農業の復旧・復興に向け，大区画ほ場整備事業等の導入

が計画されていることから，この計画推進に資するよう営農モデルを検討し，経営試算を行ったの

で参考資料とする。

２ 参考資料

１）地域営農モデルを以下の通り想定する（図１）。

ａ 地域は６集落から成り，水田面積は480ha。

ｂ 土地利用調整は集落単位で行う。

ｃ 担い手への農地集積率は75％とする。

ｄ 水田面積480haのうち，２/３に水稲，１/３に大豆を作付し，大豆作付面積の１/２に小麦を

作付する。

ｅ 集積されていない水田120haは，２/３に水稲，１/３に飼料用稲を作付する。

ｆ ほ場は１ha区画とする。

２）担い手組織は，以下の５タイプを想定する（図２）。

ａ 中核組織①120ha規模の大規模営農組織（水稲移植栽培40ha，水稲乾田直播栽培40ha，標播

大豆10ha，小麦＋晩播大豆30ha）

ｂ 中核組織②90ha規模の大規模営農組織（水稲移植栽培30ha，水稲乾田直播栽培30ha，標播大

豆10ha，小麦＋晩播大豆20ha）

ｃ ③60ha規模の大規模農家（水稲移植栽培20ha，水稲乾田直播栽培20ha，標播大豆10ha，小麦

＋晩播大豆10ha）

ｄ ④30ha規模の中規模農家（水稲移植栽培20ha，標播大豆10ha）

３）10a当たり粗収益の試算結果は，移植水稲148,685円，乾直水稲126,460円，標播大豆111,125円，

小麦91,150円，晩播大豆88,525円である（表１，２）。

また各経営体の年間農業所得は，①120ha規模の大規模営農組織66,071千円，②90ha規模の大

規模営農組織41,114千円，③60ha規模の大規模農家25,730千円，④30ha規模の中規模農6,663千

円となる。

３ 利活用の留意点

１）地域営農モデルは，県内の現状をふまえて想定した（図１）。

２）移植水稲，乾直水稲，標播大豆，小麦，晩播大豆について，それぞれの作業指標を策定し，モ

デルで示した各経営体について栽培品目毎に粗収益，経営費，農業所得を試算した。ただし粗収

益には，交付金・助成金が含まれている。

３）栽培技術は，広畝成形播種による水田乾田直播（機械作業編・栽培編 普及に移す技術第85

号）および広畝成形播種による麦跡大豆狭畦栽培（普及に移す技術第87号）を参照する。
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４）粗収益および経営費は，表３の条件下で算出した。

（問い合わせ先：農業・園芸総合研究所情報経営部 電話０２２-３８３-８１１９）

４ 背景となった主要な試験研究

１）研究課題名及び研究期間

被災地域における農業経営の実態調査と地域農業再生支援（平成23～24年度）

食料生産地域再生のための先端技術展開事業 土地利用型営農技術の実証研究（平成23～24年度）

みやぎ型ほ場整備計画・整備手法の確立に向けた作業効率の検討（平成22～24年度）

２）参考データ

図１ 経営指標作成に係る営農モデル条件

図２ 設定した地域営農モデルと規模別機械装備
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表１ 経営体毎の粗収益，経営費および農業所得（大規模営農組織①，②）

表２ 経営体毎の粗収益，経営費および農業所得（大規模農家，中規模農家）



- 54 -

表３ 粗収益および経営費を算出した条件

３）発表論文等

なし

４）共同研究機関

なし


